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三島市介護予防・日常生活支援総合事業
令和６年度 集団指導

令和６年４月１６日

三島市⾧寿政策課

１三島市で実施している介護予防・日常生活支援総合事業（総合事
業）について

(1)三島市における訪問型サービス、通所型サービスの呼称について
第１号訪問介護＝訪問型サービスについて
・訪問型サービスのうち、従前相当サービス（旧介護予防訪問介護に相当するものとして

指定事業者が行うもの）を、三島市では「総合事業訪問介護」と呼ぶ。
・訪問型サービスのうち、市が指定する事業者が、緩和した基準により実施するサービスを、

三島市では「訪問型サービスA」と呼ぶ。

第１号通所介護＝通所型サービスについて
・通所型サービスのうち、従前相当サービス（旧介護予防通所介護に相当するものとして

指定事業者が行うもの）を、三島市では「総合事業通所介護」と呼ぶ。
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(2)介護予防・生活支援サービス 黄色＝実施しているもの

概要 実施状況 詳細（三島市の実施内容）

訪問介護員による身体介護、生活援助 実施 総合事業訪問介護として指定事業所にて実施

訪問型サービスA（指定事業所による提供） 指定事業所にて実施

短期生活援助（委託） 委託事業所にて実施

シルバー人材センター実施（委託） 委託にて実施（市内全域）

住民主体 実施団体１（芙蓉台自治会）R3.1～

保健師等による居宅での相談指導等を短期3～6ヶ月で

行う
未実施

移動前後の生活支援 未実施

生活機能向上のための機能訓練など 実施 総合事業通所介護として指定事業所にて実施

ミニデイサービス、運動レクリエーションなど 未実施

体操、運動等など自主的な通いの場 未実施

運動機能向上や栄養改善のプログラムを短期３～６ヶ

月で行う
未実施

未実施

未実施

未実施

介護予防・生活支援サービス（要支援認定を受けたもの、基本チェックリスト該当者（事業対象者）等が対象）

訪問型サービス

訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）

介護予防・日常生活支援総合事業

通所型サービスC（短期集中予防サービス）

訪問型サービスD（移動支援）

主に雇用されている労働者による生活援助

住民主体の自主活動として行う生活援助等

総合事業訪問介護（改正前の訪問介護相当）

訪問型サービスC（短期集中予防サービス）

実施

実施

総合事業通所介護（改正前の通所介護相当）

通所型サービスA（緩和した基準によるサービス）

通所型サービスB（住民主体による支援）

通所型サービス

訪問型サービスB（住民主体による支援）

栄養改善を目的とした配食

住民ボランティア等が行う見守り

訪問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援（訪問、通所型サービスの一体的提供等）

その他の生活支援サービス

介護予防把握事業
収集した情報を活用して何らかの支援を要するものを

把握し、介護予防活動に繋げる
実施

高齢者総合相談窓口に介護保険制度や高齢

者福祉サービスについて知識を有する専門

職をシルバーコンシェルジュとして配置

し、高齢者のニーズや状況の把握を行い、

適切なサービスにつなげる

介護予防活動の普及・啓発を行う 実施 ※詳細は下記

介護予防講座等

シニア向け運動教室

オンラインを活用した講座

介護予防講師派遣事業

地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援を

行う
実施 ※詳細は下記

一般介護予防事業評価事業
計画に定める目標値の達成状況等の検証により、事業

評価を行う
実施

3段階の評価指標（ストラクチャー指標、

プロセス指標、アウトカム指標）を活用し

実施

地域リハビリテーション活動支援事業

地域における介護予防の取組を機能強化するために、

介護事業所、地域ケア会議、サービス担当者会議、住

民運営の通いの場（地域サロン等）へのリハビリテー

ション専門職等の関与を促進する。

実施

希望に応じてリハビリテーション専門職を

派遣し、住民への介護予防に関する技術的

助言、介護職員等への介護予防に関する技

術的助言、地域ｹｱ会議やｻｰﾋﾞｽ担当者会議に

おけるｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援、その他地域における

介護予防の取組みの機能強化をする支援等

を実施

一般介護予防事業（第1号被保険者全てとその支援のための活動に関わるものが対象）

地域で実施されている高齢者サロン等に、介護予防に資する活動を指導する講師の派遣を実施

地域での介護予防活動の推進のために、住民運営の通いの場での体力測定や活動支援に係る講座等を開催

地域での高齢者の見守りや介護予防に資する体操を普及するためのボランティアを育成するための研修会等を実施

地域介護予防活動支援事業

介護予防普及啓発事業

介護予防に関するボランティア等の人材育成のための研修会

介護予防に資する多様な地域活動組織の育成及び支援

健康、認知症予防、口腔機能や料理教室などの介護予防講座や講演会を開催

身体や脳、口腔の健康を保ち、衰えを防ぐための運動方法を学ぶ教室を委託事業者により公民館等で開催

ICTを活用した介護予防活動に関する講座等を開催

(3) 一般介護予防事業
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２ 事業対象者について
(1) 事業対象者とは

第1号被保険者（65歳以上）のうち、 基本チェックリストに該当し、介護予防ケアマネジメン
トによりサービスに繋げる必要がある者のこと。ただし要支援より軽度のものは想定していない。

(2) 三島市の事業対象者登録のルール
 ① 新たに指定事業所によるサービス提供を必要とする場合

三島市においては、主治医意見書による医療情報及び認定審査による意見等に基づく適切な
サービスをケアプランに位置付けることができるように、原則として、介護保険の新規申
請を行う。

その結果に応じて利用できるサービスは下記のとおり
・要介護１～５：介護サービスを利用（介護予防・生活支援サービスの利用は不可）
・要支援１～２：介護予防・生活支援サービス及び介護予防サービスの利用
・非該当：本来、介護予防・生活支援サービスの利用はできないが、状態像が要支援相当

であり、介護予防ケアマネジメントにより必要と認められ、基本チェックリスト
に該当する場合は、事業対象者の申請を行い、当該サービスを利用することが出
来る。※事業対象者の届出日以降サービス利用が可能になる。遡り申請は出来ない
ので注意すること。

③ 短期生活援助（訪問型サービスA）、訪問型サービスB、高齢者福祉サービス（一人暮らし
高齢者等給食サービス、ふれあいさわやか回収）の利用が必要な場合

状態像が要支援相当であり、介護予防ケアマネジメントによりサービスの利用が必要と認
められ、基本チェックリストに該当する場合は、事業対象者の申請を行う。

！注意！

「事業対象者の申請」は、地域包括支援センターが申請の必要があるかどうかを判断のうえ、
居宅介護支援事業所ではなく、地域包括支援センターが申請を行うこと。
窓口では、「利用予定のサービス」「介護認定の申請状況」などをご回答いただきます。

申請先：三島市⾧寿政策課いきがい推進係
※令和６年度より課名が「地域包括ケア推進課」→「⾧寿政策課」へ変更となりました。

② 要支援者が認定の有効期間終了後に介護予防・生活支援サービス事業のみを利用する場合
今後利用するサービスが介護予防・生活支援サービスのみで、基本チェックリストに該当

する場合は、認定の有効期間が終了する60日前から終了日までに事業対象者の申請を行う。
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(3) 住所地特例者が事業対象者として総合事業のサービス利用を希望する場合の
取扱い

① 三島市の施設に居住する他市町村の被保険者の場合
原則として施設所在地市町村が判定することになっているため、三島市のルールに従い、
三島市の地域包括支援センターを介して三島市の窓口へ申請し、市から保険者の市町村
に被保険者証の発行を依頼する。（保険者の市町村によって様式等が異なる場合がある
ので要相談）

② 他市町村の施設に居住する三島市の被保険者から相談があった場合
原則として施設所在地市町村の地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを行う
こととなるため、施設所在地の地域包括支援センターに相談するよう伝える。

(１) 介護予防ケアマネジメント実施要領の別定めに関する事項
① 例外的な総合事業訪問介護の利用について

令和６年度改定に伴い、申請を要する対象が想定されなくなったため、令和６年４月から例外的な総合
事業訪問介護利用の申請制度を廃止。

② 事業対象者の総合事業通所介護利用回数増加の申請について
三島市版介護予防アセスメントシートに該当した事業対象者（要支援１は対象外）のうち、介護予防

ケアマネジメント、サービス担当者会議により必要と認められた人は、下記書類を市に提出し決定を受
けた上で要支援２と同単位の算定が可能となる。

提出書類：事業対象者の総合事業通所介護利用回数増加申請書、アセスメントシート、ケアプラン、
サービス担当者会議の記録

期間：2年を上限とした介護予防ケアマネジメントにて必要とされる期間

※申請から決定まで１カ月程度要するので、サービス提供に間に合うように提出すること。
※決定後２年を経過した場合で、引き続き利用回数増加の必要がある場合（介護予防ケアマネジメント、

サービス担当者会議により必要と認められた場合）は、市へ再度利用回数増加申請を行い決定を受
けること。

３ 介護予防ケアマネジメントについて
詳細は三島市介護予防ケアプラン作成マニュアルを確認すること。
その他留意事項は下記のとおり
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(2) 新型コロナウイルス感染症に係る例外的な介護予防ケアマネジメントの取扱い
について

三島市総合事業では、厚生労働省事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの
変更に伴う人員基準等に関する臨時的な取り扱いについて」に準じた取り扱いとし、また、該当の
場合は「例外的な介護予防ケアマネジメント」の申請を行うものとしてきた。しかし、令和６年３
月１８日開催の介護給付費分科会にて、令和５年度末で一部を除き原則的に新型コロナウイルス感
染症に関する臨時的な取り扱いを廃止するとの意向が示されたため、この取り扱いについては廃止
の見込み。（厚生労働省事務連絡未出のため未確定）今後取り扱い決定次第市HPに掲載予定。

４ 第1号事業を実施する事業所の指定について

(1) 指定権限（申請窓口）について
三島市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の申請窓口は三島市⾧寿政策課。

(2) 新規申請について
審査にはすべての書類が揃ってから１ヶ月程度かかるので事業開始時に指定が受けられるよ

うに余裕をもって申請すること。（修正が多い場合は１カ月以上かかる場合もあり）
市HPに様式等掲載 https://www.city.mishima.shizuoka.jp/ipn030043.html

(3) 更新申請について
事業を継続する場合は有効期間終了１ヶ月前までに更新申請を行うこと。廃止する場合は廃止

の届出を行うこと※(6)参照
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(4) 新規・変更申請時の注意点について
書類提出時には、チェックリストを用い書類に漏れが無いか確認すること。また、記載内容

が間違っていないか確認すること。
＜よくある指摘＞
・「付表」、「運営規程」、「重要事項説明書」等の間で記載内容に整合性がない
・「運営規定」や「重要事項説明書」の内容が総合事業ではなく居宅サービス（訪問介護や通所介護）や

地域密着型サービスの内容となっている。
・「運営規程」や「重要事項説明書」の内容が三島市外の事業所の内容となっている。
・「勤務体制および勤務形態一覧表」を事業所独自様式で作成しており内容不備がある。

→ 「勤務体制および勤務形態一覧表」はできる限り厚生労働省作成の標準様式をご利用ください。
（通所型サービスの場合、シフト記号表も要提出）

(5) 変更申請について
三島市介護予防・日常生活支援総合事業における指定を受けた事業者は、事業所の名称や所

在地、管理者、運営規程等の申請項目に変更があった場合は、10日以内にその旨を届け出ること。
なお、届出日が変更の日から10日を超えた場合、遅延理由書の提出も併せて必要となるので

注意すること。

市HPに様式等掲載 https://www.city.mishima.shizuoka.jp/ipn047093.html

(6) 廃止・休止・再開の届け出について
事業を廃止もしくは休止しようとする場合は１ヶ月前までにその旨を届け出ること。また、

事業を再開（休止からの再開）した場合は、10日以内にその旨の届け出が必要。その際は、
事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類を併せて提出すること。

(7) 加算の届け出について
 ① 介護職員等処遇改善加算について

毎年度、計画書と実績報告書の提出が必要。詳細や様式については、厚生労働省HPを
確認すること。

なお、年度途中に内容変更がある場合は、算定を開始する月の前月15日までに「変更に
係る届出書」と添付書類を提出すること。

②体制届等について
加算について内容の変更があった場合は、「事業費算定に係る体制状況一覧表」及び「事

業費算定に係る体制等に関する届出書」を提出すること。なお、届出受理日が月15日以前
であれば翌月から、16日以降であれば翌々月からの算定となる。

市HPに様式等掲載 https://www.city.mishima.shizuoka.jp/ipn053699.html
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変更届の様式の変更

※以上のほかに変更届への添付書類の様式、体制届出等への添付書類の様式も変更となっている。
また、新規指定申請時や指定更新時の各種様式も変更となっている。

提出日 ~R5.3 R5.4～ R6.4～ R6.6～

変更届 第３号様式 第2号様式 様式第三号（一） 変更なし

算定月 ~R5.3 R5.4～ R6.4.1～ R6.6～
体制状況一覧
表

別紙１ 旧 別紙１－４ 新 別紙１－４
（内容変更あり）

別紙１－４－２

体制等に関す
る届出書

別紙２ 別紙３６ 別紙５０ 変更なし

体制届等の様式の変更

様式は三島市HP（総合事業のページ）からダウン
ロード可能。

(８)様式の変更について

※基本的に厚生労働省が示す様式と同じものを利用

※基本的に厚生労働省が示す様式と同じものを利用

(9)電子申請届出システムの利用について

三島市では令和５年４月より電子申請届出システムでの申請届出受付が可能となっている。

①受付可能な申請届出

指定申請、指定更新申請、再開届出、廃止・休止届出、変更届出、事業費算定に関する届出（加算
に関する届出、処遇改善計画書・報告書）

②利用方法

・インターネット利用可能な端末から、厚生労働省「電子申請届出システム」

(https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/）に アクセスし、「GbizIDを作成する」から、

システムの利用に必要な「GbizID」を取得する。

・届出システムにログインしメニューから申請項目を選ぶ。

・サービス分類「総合事業」、都道府県「静岡県」、申請先「三島市」を選び、システムの指示

に従って項目を入力する。
※詳細は「電子申請届出システム」右上の「ヘルプ」から「操作マニュアル_(介護事業所向け) 詳細版」をご確認ください。
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5 総合事業の請求について
三島市介護予防・日常生活支援総合事業報酬請求の手引きに従って請求すること。主な留意点は

以下のとおり。

(1) 日割り請求について
訪問型サービス、通所型サービスの請求において月額包括報酬となる場合で、三島市介護予防・

日常生活支援総合事業報酬請求の手引きに記載の「月途中の事由」に該当するときは日割り請求を
行う。

日割り請求の算定方法は、実際に利用した日数に関わらず、サービス算定対象期間日数（月の
途中から開始の場合は起算日から月末までの期間。月の途中に終了した場合は、月初めから起算
日までの期間）に応じた日数を日割り計算用の日額のサービスコードに乗ずる。

なお、介護予防ケアマネジメント費及び日割り計算用のサービスコードのない加算、減算の日
割り請求はできない。

(2) サービスコードエラーになった際の取扱い
誤ったサービスコードや加算の届出をしていない加算で請求を行うと、国保連から市にエラー

確認がくるため、市から各事業所に問合せを行っている。事業所の請求誤りの場合は返戻となる
ため注意。

(3) 総合事業の請求の取り下げ

指定事業所が訪問型サービス費や通所型サービス費の取り下げを行う際、また、地域包
括支援センターが介護予防ケアマネジメント費の請求の取り下げを行う際は、毎月10日
までに「介護予防・日常生活支援総合事業費請求取下げ申立書」を三島市⾧寿政策課窓口
に直接提出すること。

郵送での提出も可能とするが、10日に届かない場合は翌月処理になるので注意すること。
メールやFAXでの提出は受け付けない。

様式「介護予防・日常生活支援総合事業費 請求取下げ申立書」（横型）
HPに掲載あり https://www.city.mishima.shizuoka.jp/ipn031942.html
＊介護給付・介護予防給付用（縦型）とは様式が異なるため注意。
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（１）訪問型サービス 基本報酬部分

6 令和６年度報酬改定について

回数単位の上限回数

ケアプランにおいて
１週に1回程度のサービスが必要とされ
た場合

４回 ５回
ケアプランにおいて
１週に2回程度のサービスが必要とされ
た場合

８回 １０回

・１週に１回程度のサービスが必要とされた場合で、５回目のサービスを行った場合、
回数単位×５回で算定する。（月額包括報酬はなし）

・１週に２回程度のサービスが必要とされた場合で、９回目のサービスを行った場合、
回数単位×９回で算定する。（月額包括報酬はなし）

・１週に２回程度のサービスが必要とされた場合で、１０回目のサービスを行った場合、
回数単位×１０回で算定する。（月額包括報酬はなし）

月額包括報酬算定不可

月額包括報酬算定不可

１週に１回程度または２回程度のサービスでは、月額包括報酬を廃止、回数単位の上限回数を増加

回数単価では、１回ごとに「標準的な内容の訪問型サービス（身体介護、身体介護＋生活援助）」 または
「生活援助中心４５分以上」のどちらかを選択し、１月ごとに「標準的な内容のサービス」と
「生活援助中心４５分以上」の利用回数を足して月の合計回数を算出すること。

支給区分
サービス

提供者

単位数

１か月の提供可能回数 対象者標準的な

サービス
生活援助

ケアプランにおいて

１週に1回程度のサー

ビスが必要とされた場

合

有資格者 287単位/回 220単位/回 月合計５回まで※ 事業対象者

要支援１

要支援２月額包括報酬はなし

ケアプランにおいて

１週に2回程度のサー

ビスが必要とされた場

合

有資格者 287単位/回 220単位/回 月合計10回まで※ 事業対象者

要支援１

要支援２
月額包括報酬はなし

ケアプランにおいて

１週に2回を超える程

度のサービスが必要と

された場合

有資格者 287単位/回 220単位/回 月合計1４回まで※

うち、生活援助は週２

回 程 度 （ 月 10 回 ま

で）の提供とし、週2
回を超える程度（月11
回以上）の提供は認め

ない）

事業対象者

要支援１

要支援２（回数単価で計算した結果、

3,727単位を超えない場合）

3,727単位/月

（回数単価で計算した結果、

3,727単位を超える場合）

6（１）訪問型サービス 基本報酬部分
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ケアプランにおいて

１週に2回を超える程

度のサービスが必要と

された場合

有資格者 287単位/回 220単位/回 月合計1４回まで※

うち、生活援助は週２

回 程 度 （ 月 10 回 ま

で）の提供とし、週2
回を超える程度（月11
回以上）の提供は認め

ない）

事業対象者

要支援１

要支援２
（回数単価で計算した結果、

3,727単位を超えない場合）

3,727単位/月

（回数単価で計算した結果、

3,727単位を超える場合）

ただし、
①回数単価で計算した結果、3,727単位を超えない場合には、回数単価で算定するが、
②回数単価で計算した結果、3,727単位を超えた場合には、月額包括報酬（ 3,727単位）で算定する。

月合計回数の最大数は１４回まで（生活援助は週２回程度（月１０回）まで）とする。

支給区分
サービス

提供者

単位数

１か月の提供可能回数 対象者標準的な

サービス
生活援助

6（１）訪問型サービス 基本報酬部分

ケアプランにおいて１週に2回を超える程度のサービスが必要とされた場合の

6（１）訪問型サービス 基本報酬部分

「生活援助中心45分以上」220単位×４回

＋「標準的な内容の訪問型サービス」287単位×１０回＝ 3,750単位

「生活援助中心45分以上」220単位×３回

＋「標準的な内容の訪問型サービス」287単位×１１回＝ 3,817単位

「生活援助中心45分以上」220単位×２回

＋「標準的な内容の訪問型サービス」287単位×１２回＝ 3,884単位

「生活援助中心45分以上」220単位×１回

＋「標準的な内容の訪問型サービス」287単位×１３回＝ 3,951単位

「標準的な内容の訪問型サービス」287単位×１３回＝ 3,731単位

「標準的な内容の訪問型サービス」287単位×１4回＝ 4,018単位

月額包括報酬
（ 3,727単位）で算定

＜月額包括報酬算定例＞
ケアプランにおいて１週に2回を超える程度のサービスが必要とされた場合、以下のパターンでは単位数上
限の「3,727単位」を超えてしまうため、回数単価では算定できず、月額包括報酬（3,727単位）で算定す
ることとなる。
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複数の要支援者がいる世帯において同一時間帯に訪問型サービスを利用した場合の
取り扱いについて

それぞれに標準的な所要時間を見込んで介護予防サービス計画に位置付ける。また、要介護者
と要支援者等がいる世帯において同一時間帯に訪問介護及び訪問型サービスを利用した場合も
同様に取り扱うこと。

その他注意

「介護保険法施行規則第140 条の63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実施上の留意事項について」の一
部改正について より抜粋

訪問型サービスA（有資格者）の単価は廃止

有資格者が生活援助を行った場合は総合事業訪問介護で算定すること。
サービスコード表の訪問型サービスAの単価は、生活支援サポーター用の単価であり、訪問型
サービスAの有資格者用のコードは廃止となっている。算定コードを間違えないよう注意。

（２）通所型サービス 基本報酬部分

利用回数 対象者 単位数

週1回程度の利用 事業対象者
要支援１

1回あたり 436単位

1月あたり
（１月の利用回数が5回以上の場合）

1,798単位

週２回程度の利用 要支援２
事業対象者※
（※一定要件有）

1回あたり 447単位

1月あたり
（１月の利用回数が9回以上の場合）

3,621単位

※基本報酬部分の単位数が増加。（運動器機能向上加算は基本報酬へ包括化）

※運用方法はこれまでどおりで、回数単位と月額包括報酬を併用する。

対象者の要支援度により単位数が異なる
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（３）介護予防ケアマネジメント 基本報酬部分

※基本報酬部分の単位数が増加。

※ケアマネジメントBは廃止。

ケアマネジメント類型 サービス種類 ケアマネジメント内容 単位数 

ケアマネジメント A 

総合事業訪問介護 

総合事業通所介護 

訪問型サービス A 

サービス 
担当者会議 

新規 
認定更新時 
必要時 

442 単位 
モニタリング
等 

毎月状況確認 
３か月ごと訪問 
（一定の要件を満たせば

テレビ電話装置等で行う

ことが可能） 

６か月評価（訪問） 
（包括支援センターによ

る確認を必要とする加算

を算定している場合は、3

か月評価も必要） 

ケアマネジメント C その他 

サービス 
担当者会議 

不要 
206 単位 

モニタリング
等 

 
不要 
 

 

引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（１）訪問型サービス・通所型サービス共通で関連する加算・減算
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引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（１）訪問型サービス・通所型サービス共通で関連する加算・減算

引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（１）訪問型サービス・通所型サービス共通で関連する加算・減算

通所型サービス

訪問型サービス
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請求上の注意（虐待防止減算、BCP減算について）

基礎報酬部分に対して
○○単位の減算を算定

基礎報酬が月額包括報酬の
場合は減算も月額包括報酬
を選択

基礎報酬が回数単価の場合
は減算も回数単価を選択

7（１）訪問型サービス・通所型サービス共通で関連する加算・減算

訪問介護、通所介護の
取り扱いに準ずる

引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（１）訪問型サービス・通所型サービス共通で関連する加算・減算
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引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（１）訪問型サービス・通所型サービス共通で関連する加算・減算

介護支援専門員または
第一号介護予防支援事
業に従事する者

総合事業訪問介護
→算定可
訪問型サービスA
→算定不可

引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（２）訪問型サービスに関連する加算・減算
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引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

総合事業訪問介護
→算定
訪問型サービスA
→算定

新設

新設

7（２）訪問型サービスに関連する加算・減算

利用者に対して、その居宅と通所型サービス事業所との間の送迎を行わない場合は、基本報酬
を減算する。
○単位数

送迎減算片道につき47単位減算 ＜新設＞
（週１回程度利用の場合は１月につき376単位を、週２回程度利用の場合は１月につき

752単位を限度として減算）
○算定要件等

通所介護における取扱いに同じ。

送迎減算

事業所と同一建物から事業所に通う者に対するサービスを行った場合の減算
令和５年度までは月額包括報酬の単位のみだったが、令和６年度から回数の単位を新設
【月額包括報酬】１月につき 週１回程度の場合３７６単位減算 週２回程度の場合７５２単位減算
【回数】 １回につき ９４単位減算

※ただし、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事業により送迎が必要であると認めら
れる利用者に対して送迎を行った場合は減算しない

7（３）通所型サービスに関連する加算・減算
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引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（３）通所型サービスに関連する加算・減算

運動器機能向上加算の基本報酬への包括化、一体的サービス提供加算

引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（３）通所型サービスに関連する加算・減算
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事業所評価加算 令和６年４月から廃止。

総合事業通所介護
でも算定される
（通所介護の取り
扱いに同じ）

科学的介護推進体制加算 項目や運用の見直しあり。

引用：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬における改定事項について」

7（３）通所型サービスに関連する加算・減算

厚生労働省から発出されている
通知「科学的介護情報システム
（LIFE）関連加算に関する基本
的考え方並びに事務処理手順及
び様式例の提示について」もご
確認ください。

8 人員・設備・運営等に関する基準に関する主な変更 抜粋

対象 ：訪問型サービス事業所 および 通所型サービス事業所

（１）管理者の責務及び兼務範囲の明確化
管理者の責務については、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職
員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである。提供するサービスの質を担保しつつ、事業所を効率
的に運営する観点から、管理者が管理者の責務を果たせる場合には、同一敷地（隣接敷地）内でない他の事業
所、施設等の職務にも従事することができるものとする。※適用開始日は令和６年４月１日

（２）身体的拘束等の適正化の推進
利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って
はならないこととし、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに
緊急やむを得ない理由を記録することを義務付ける。 ※適用開始日は令和６年４月１日

（３）「書面掲示」規制の見直し
事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、原則として事業所内での「書面掲示」を求めている一方、
備え付けの書面（紙ファイル等）又は電磁的記録の供覧により、書面による壁面等への掲示を代替できる規定
になっているところ、「書面掲示」に加え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、事業者は原則と
して重要事項等の情報をウェブサイト（法人ホームページ等）に掲載・公表しなければならないこととする。
※義務化は令和７年４月１日から



19

9 その他
(１) 訪問型サービスBについて

①令和３年１月から芙蓉台自治会が「芙蓉台自治会の区域」でサービスを実施。対象地域に居住する事
業対象者・要支援者等に関して、ケアプランに位置付けることが可能。

②協力団体（シルバー人材センター）への委託による訪問型サービスBも引き続き実施している。利用者
の居住対象地域は市内全域。

③訪問型サービスBでは、継続利用要介護者（事業対象者または要支援者で訪問型サービスBを利用して
いた人のうち要介護認定を受けても引き続き同サービスを利用する人）についてもサービス利用が可能。

④市では訪問型サービスBを提供する人材の確保等のため、「訪問型サービスB従事者研修」を実施予定。
＜対象＞訪問型サービスBを提供する予定の人、訪問型サービスAを提供する事業所で従事する予定の人
＜カリキュラム内容＞介護保険制度・高齢化社会の理解・高齢者の特性の理解・尊厳の保持とコミュ

ニケーション・認知症高齢者の理解とケアなど

(２) 生活支援サポーターについて
市で実施する「訪問型サービスＢ従事者研修」を修了したのち、訪問型サービスA事業所で生活援助の

内容の実地研修を受講し「三島市生活支援サポーター生活援助研修実施レポート（様式あり）」及び「訪
問型サービスＢ従事者研修修了証（写し）」を市に提出することで、訪問型サービスAの生活支援サポ
ーターの資格を得ることができる。

なお、「訪問型サービスB従事者養成研修」は、受講希望者３名以上で、訪問型サービスＡ事業所から
の希望により事業所の予定に併せて開催することも可能。随時市までお問い合わせください。

(3) 市HPの活用
事業者のみなさまへの通知等については、随時三島市HPで公開予定ですのでご確認をお願いいたします。

市HP https://www.city.mishima.shizuoka.jp/maincategory0317.htmlより
「事業者の方へ」…「三島市 介護予防・日常生活支援総合事業 報酬請求の手引き」、各種通知、

「三島市 介護予防・日常生活支援総合事業 Q＆A」、サービスコード表、各種要領
などを掲載

「事業者指定」 … 事業者の指定に係る各種届出申請様式、体制に関する様式などを掲載
「市民の皆様へ」…「介護予防・日常生活支援総合事業 利用の手引き（パンフレット）」などを掲載


